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社団法人日本動物用医薬品協会理事長殿

今冬の電力需給対策及ぴ節電等ヘのご協力のお願いについて

日頃より、農林水産・食品行政につきまして、御理解と御協力を賜り、厚く御礼
を申し上げます。
さて、平成23年11月1日に開催された「電力需給に関する検討会合」(以下
「検討会合」という。)において、今冬の電力需給対策が別添1参考のとおり決定
されました。
今冬の電力需給バランスについては、一般的に冬期の需要は夏期に比ベて低いこ
とから、全国的に見れば、今夏ほど深刻とはならない見通しです。しかしながら、
関西電力及び九州電力については、来年1月頃に厳しくなる見通しです。
「検討会合」の決定では、計画停電の実施や需給ひっ追による停電の発生を回避
するため、次の対応を行うこととされています。
①関西電力管内では、別添資料で定めるビーク期間・時間帯において、 10%以
上の節電要請を行う。
②九州電力管内では、別添資料で定めるピーク期間・時間帯において、 5%以上
の節電要請を行う。
③その他の電力会社(北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、
中国電力及び四国電力)管内については、別添'料で定めるピーク期間・時間帯
において、国民生活及び経済活動に支障を生じない範囲での節電要請を行う。
貴団体におかれましては、貴団体会員企業に対し、上記の内容、特に、冬期の節
電メニュー(事業者向け、家庭向け)を参考とした節電ヘの取組について周知いた
だくとともに、それぞれの業界・企業において節電の取組が推進されるようご協力
よろしくお願い申し上げます。

また、平成23年11月1日に開催された省エネルギー・省資源対策推進会議省
庁連絡会議において、「冬季の省エネルギー対策について」が決定され、別添2写
しのとおり内閣府政策統括官から通知があったところです。貴団体におかれまして
は、貴団体会員企業に対し、冬季の省エネルギーの推進についても、併せて周知い
ただくようぉ願い申し上げます。

(別添1)
0今冬の政府の節電の取組について(内閣官房)
(参考)
0今冬の電力需給対策について
(参考資料)
0冬期の節電メニュー(事業者向け)
0冬期の節電メニュー(家庭向け)
0事業者の皆様・ビ家庭の皆様ヘ、今冬の節電ヘのビ協力のお願い

接(別添2)
0冬季の省エネルギー対策について(通知写し)
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「今冬の電力需給対策について」(平成23年11月1日電力需給に関する

検討会合決定)に基づき、政府においては、以下の対応を行うこととする。

今冬の政府の節電の取組について

①政府の需要設備については、「今冬の電力需給対策について」の「4、

(3)各地域の節電要請」に基づき、ピーク期間・時間帯の使用最大電

カ(kw)を抑制する。

②具体的な節電の取組事項にっいては、需要設備が存する地域の節電要

請の内容を踏まえ、今夏の各府省における取組や「冬期の節電メニュー

(事業者の皆様)」(平成23年11月1日電力需給検討会合資料3 (参考

資料1))を参考にしつつ実施する。

(別添 1)

平成23年11月1日

内閣官

③なお、独立行政法人及ぴ公益法人にっいては、所管府省から、各法人

の需要設備が存する地域の節電要請の内容を踏まえ、今夏の各法人にお

ける取組や「冬期の節電メニュー(事業者の皆様)」(平成23年11月1

日電力需給検討会合資料3 (参考資料1))を参考にしつつ実施するよう

要請する。
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1.今夏の電力需給対策の総括

(1)今夏、東京電力及び東北電力管内においては、ピ」ク期間・時間帯逃の使
用最大電力について'15%の抑制K節電)を要請し、特に大口需要家につい
ては電気事業法第27条に基づく使用制限を実施する等の対応を行っナニ。また、
関西電力管内,においては、全体として'10%以上の節電の要請を行っナニ。中
西日本のその他の電力管内(中部電力、北陸電力、中国電力、四国電力、九
州電力の各管内)においては、国民生活や経済活動に支障を生じない範囲で
の節電に取り組んだ。

※各電力会社管内において節電を要請する期間・時間帯。

(2)こうした要請等を踏まえた需要家の皆様の節電の協力等により、需要は各
地域において概ね目標とする水準で推移し※、電力会社による供給力の積上
げの努力や機動的な電力融通等の対応と相まって、計画停電や需給ひっ迫
による停電は回避することができた。

※今年の需要・気温が高かった日と気温が同程度の日を選定Lて比較Lた場合、東京電力で'
円%、東北電力で'袷%、関西電力で'8%

(3)なお、需要動向を個別に見ると、東京電力及び東北電力管内の大口需要家
においては、電気事業法第27条に基づく使用制限等により、目標以上の節電
が行われる傾向があった。また、小口需要家においては、自主的な数値目標
であっても、概ね目標に応じた節電が行われた0さらに、家庭においては、自
主的な数値目標であっても、具体的な節電メニューを提示することにより、無
理のない範囲で節電が行われナニ。

今冬の電力需給対策について

平成23年11月丁日

電力需給に関する検討会合

(参考)

,

2.今冬の需給見通し

(1)全般

今冬の電力需給バランスについては、一般的に冬期の需要は夏期に比ベて
低いことから、定期検査等により停止中の原子力発電所が再起動しない場合で
あっても、全国的に見れぱ、今夏ほど深刻とはならない見通しである。

(2)東日本(北海道、東北、東京電力管内)

東北電力につぃては予備率が'3.4%(1月)となるものの、東日本3社合計で



は予備率4.6%a 月)となる見込みである。

(3)中西日本(中部イ北陸、関西、中国、四国、九州電力管内)

関西電力及び九州電力について、予備率がそれぞれ'フ.偶(1月)及ぴ'22%

(1月)と厳しくなる見通しであるものの、中西日本6社合計では予備率 0.6%a

月)となる見込みである。

3.今冬の需給対策の基本的考え方

以上の状況を踏まえ、計画停電の実施や需給ひっ迫による停電の発生を回

避するため、以下の対応を行う。

a)供給面

①引き続き、供給力の積み増し努力を続けていく。

②日々の電力系統の運用において、各社の需給状況を踏まえつつ、更に機
動的な相互の融通を行うことで、需給が逼迫する地域の需給バランスを確
保できるような対応を行う。

(2)需要面

供給力の最大限の積上げを行った上でもなお存在する需給ギャップについて
は、ピーク期間・時間帯の使用最大電力(k鵬の抑制(節電)により対応する。節

電に当たっては、経済社会ヘの影響を最小化するため、以下の考え方に基づい
て行うこととする。

①電気事業法第27条に基づく電気の使用制限は行わない。

②具体的な節雷の要請に当たっては、経済活動や国民生活の実態に応じた、
きめ細かな対応を求める。

上記に加え、政府としても、電力需給ギャップの解消に向け、予算、規制改革
等、あらゆる措置を検討し、できる限りの措置を講じる。その際、短期的に効果

がある措置に限定せず、今後1~3年間を見据えて効果が期待される措置もあ

わせて講じる。

4.今冬の需給対策

上記基本的考え方を踏まえ、今冬の需給対策として、以下の対応を行う。

(1)東日本娚1係氏1参照)

①東北電力管内の予備率は'3.4%(1月)となるが、被災地の復興需要に配慮し、
今夏同様、東京電力及び北海道電力からの融通を最大限活用し、供給力を

確保する。
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②他方、電源脱落等のりスクに備える必要があること等に鑑み、需要家の方々
に対して、国民生活及び経済活動に支障を生じない範囲での節電(具体的に
は、照明・空調機器等の節電など)を要請する(.具体的な数値目標は示さな
い。)。その際、特に、被災地においては、無理な節電を強いることのないよう
配慮する。

(2)中西日本偶嚇勵参照)

①中西地域全体で見ても予備率が3%に達していないこと、電源脱落などに備え
る必要があるととから、今夏同様、電力会社間の融通を最大限活用するとと
もに、需要家の方々に自主的な節電を要請する。

②特に、供給力が最大需要見通しを下回る関西電力及び九州電力管内にっい
ては、ピーク期間・時間帯の使用最大電力(kw)1こついて、今夏の大口需要
家・小口需要家・家庭別の需要分析を踏まえ、数値目標を伴うきめ細かな節
電要請を行うこととする。その他の電力会社(中部電力、北陸電力、中国電
力及び四国電力)管内については、国民生活及び経済活動に支障を生じな
い範囲でのピーク期問・時間帯の使用最大電力の抑制(kwX具体的には、
照明・空調機器等の節電など)を要請する(具体的な数値目標は示さない。)。

その際、特に、被災地においては、無理な節電を強いることのないよう配慮す
る。

(3)各地域の節電要請(ピーク期間・時間帯の使用最大電力(k朔の抑制糊織り

<関西電力管内>

①節電目標('10%以上の節電)
「大口需要家・小口需要家・家庭それぞれ②に定める期間・時間帯において、
使用最大電力(kⅧを③の基準電力の90%を超えない水準に抑制するよう
要請する。

ii 病院や鉄道などライフライン機能等の維持に支障が出る場合(※1)や生産
活動に実質的な影響を及ぼす場合等については、機能維持ヘの支障や生産
活動ヘの実質的な影響が生じない範囲で冑主的な目標を設定し、節電を行う
よう要請する。なお、その場合には、当該需要家の業務部門(※2)について
は上記の期間・時間帯において共通目標('10%以上)を上回る使用最大電
カ(kMの抑制を要請する。

※1 当該需要家における業務部門以外の部門が実施する節電の目安としては、平成 23年夏期の
東京・東北電力管内における電気事業法第27条の適用に当たっての制限緩和措置の考え方(別
紙3)を参考とする。

※2 業務部門とは、それぞれの大口・小口需要家における事務・間接部門(オフィス部門等)をいう。
(例1)病院;患者ヘの医療サービスの提供に関する設備機能を除く事務,間接部門
(例2)鉄道;列車の運行に関する設備・機能を除く事務・間接部門
(例3)金融業!システムセンターなど取引や情報処理に閲する設備・機能を除く亭務・閻接都門
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(例4)製造業:製造部門以外の事務所等

②節電期間
12/19(月)~3/23(金)の平日(12/29,12/30,V3,V4 を除く).9:00~21:00

③基準電力
前年同月の使用最大電力の値(kM等を基準の目安とする。

④管内における複数の事業所が共同して節電目標を設定し、取り組むことも可
月巳0

<九州電力管内>

①節電目標('5%以上の節電)

i 大口需要家リい口需要家・家庭それぞれ②に定める期間・時間帯において、

使用最大電力(kⅧを③の基準電力の95%を超えない水準に抑制するよう

要請する。

i1 病院や鉄道などライフライン機能等の維持に支障が出る場合(※1)や生産

活動に実質的な影響を及ぼす場合等については、機能維持ヘの支障や生産

活動ヘの実質的な影響が生じない範囲で自主的な目標を設定し、節電を行う

よう要請する。なお、その場合には、当該需要家の業務部門(※2)について

は上記期間・時間帯において共通目標('脇以上)を上回る使用最大電力(k

Ⅷの抑制を要請する。

※1 当該需要家における業務部門以外の都門が実施する節電の目安としては、平成 23年夏期の
東京・東北電力管内における電気事業法第27条の適用に当たっての制限緩和措置の考え方(別
紙3)を参考とする。

※2 業務部門とは、それぞれの大口・小口需要家における事務・閻接部門(オフィス部門等)をいう。
(例1)病院:患者ヘの医療サービスの提供に関する設備・機能を除く事務・間接部門
(例2)鉄道:列車の運行に関する酘備・機能を除く事務・間接部門
(例3)金融業:システムセンターなど取引や情報処理に開する設備・機能を除く事務・間接部門
(例4)製造業:製造部門以外の事務所等

②節電期間
゛

12/19(月)~2/3(金)の平日(12/29,12/30,V3,V4 を除く) 8:00~21:00

③基準電力
前年同月の使用最大雷力の値(kⅧ等を基準の目安とする。

④管内における複数の事業所が共同して節電目標を設定し、、取り組むことも可
"を。

<その他>

その他の雷力会社(北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、

中国電力及ぴ四国電力)管内については、国民生活及び経済活動に支障を生じ

ない範囲での以下の期間・時間帯における使用最大電力の抑制(具体的には、
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照明・空調機器等の節電など)を要請する。上記期間以外の関西電力・九州電

力管内についても同様とする。

節電期間:

12/1(木)~3/30(金)の平日(12/29,12/30,1/3,1/4 を除く)

9:00~21:00 (九州電力管内については8:00~21:00)

(4)情報提供等

①政府は、事業者及ぴ家庭向けに具体的な冬の節電メニューを提示する。その
際、今回の節電要請は、個々の需要家の電気の使用量(kwh)の合計ではな
く、ピーク期間・時間帯の使用最大電力(kⅧの抑制を要請するものであること
を明確にする。

②電力会社は、電力需給状況や予想電力需要についての情報発信を自ら行う
とともに、民間事業者等(携帯事業者やインターネット事業者等)1こよる幅広い
情報提供に積極的に協力する。

③電力需給の逼迫が予想される場合には、電力会社において需給調整契約の
最大限の活用により大口需要家等の需要抑制を行うとともに、政府において
「需給逼迫警報」を発令し、すべての需要家に対して一層の節電を要請する。
④政府及び政府関係機関においては、上記(3)の節電目標に基づき、節電に率
先して耳野絲且む。

晶、

以上

、

i
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※最大電力需要につぃては東北電力管内は震災の影響を考處した見通し.東京電力管内は平成22年度冬ピーク実頼をべースに定めたもの。
他の電力管内は平成22年度冬ビーク実検又は各社の平成23年度冬ビーク見通しのいずれかい方で恕定。
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2,175

2,343

中西6社

(別紙1)

九州

'34

{'22%}

1,533

1,499

520

中国

関西

'194

('フ.9%)

2,459

2,265

528

256

B.1%)

8,312

8,568

72

{6.フ%}

1,074

1,146

544

559

9力

四国

北陸

581

B.8%}

15,387

15,968

330

【4.6%)

フ,119

フ,M9

11

{2,1%}

37

(フ,5%)

中西6社・ 9

九州

520

中国

496

52

(0.6%)

8,662

8,714

32

【2.2%)

1,474

1,506531

99

{100%}

533

東3社

四国

382

(2.4%)

15,781

16,163

984

6

305

(43%)

フ,083

7388

61

{B.0

1,083

中西6社

九州

469

38

【0.4%}

8,603

8,541

530

【4.%

1,37フ

1,437

9力

東3社

343

(2.2%)

15,686

16,029

305

(45%)

6,838

フ,143

中西6社

230

【2.9%)

フ,960

8,190

9

535

B.6%)

14,798

15,333



(別紙2)
使用取大電力(kw)の叩御.について

1ピーク期間・時間帯俵1)において、それぞれの事業所等の前年同月峡幻の使用最大電力(kw)の値等を目安とした基準からの節電を
お願いします。(以下の、関西電力管内における事業所A(1月)の例の場合、前年1月の使用最大電力5,oookWに対し、今冬10%以上
の節電により、今冬1月における平日(1β,V4を除く)9:00-21:00の時間帯は、使用最大電力(kw)が、4,50okWを超えないよう節電ヘ
のご協力をお願いします。)
※1)各電力会社管内において節電を要請する期間・時問帯。
伊1・関西電力管内であれぱ、数値目標を設定するのは12月19日・3月お白(12/29-1/4を除く)平日 9:00-21:00

※2)2012年1月であれば2011年1月の使用最大電力(kw)等

②1日(24時間を通じた電気の使用量(kwh)の合計の抑制ではありません。

関西電力管内の事業所A(1月)の場合<例>使用最
(kw)

電力

5,oookw

基準電力:前年1月の使用最大電力(kw)の実績値
(伊D2011年1月11日(火) 5,oookw

4,50okw

事業所Aの昨年1月11日(火
の口ードカーブ(kw)

10%以上

の節電

今冬1月の節電目標(使用最大電力KWの値)
(伊D1月の目標:4,50okWを超えないようにする

9:00

(九州は8:0の

9:00フ:00

節電を要請する時間帯

12:00

7

14:00 18:00

21:00

21:00時



東京・東北電力管内における電気事業法第27条の適用

に当たっての制限緩和措置の考え方(平成23年夏期)

平成23年夏期・、東京・東北電力管内における大口需要家については、原則、

昨年の使用最大電力の値の15%削減した値を使用電力の上限とし、例外とし

て以下の制限緩和措置を講じた。

(1)生命・身体の安全確保に不可欠な需要設備

①医療関係

》医療施設:削減率0%
4

》・使用制限が生命・身体の安全確保に特に影響を及ぽす医薬品・医療機

器製造販売業及び製造業、医薬品卸売販売業.削減率0%

②老人福祉・介護関係

》使用制限が生命・身体の安全確保に重大な影響を及ぼす老人福祉施設、

介護保険施設、障害児(者)福祉施設等:削減率0%

③衛生・公衆安全関係

》休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助金により地方公共団体が実施する

坑排水処理事業:削減率0%

》上下水道、上下水道等に原水を供給ずる揚水機場(調整池を有さない

ものに限る):削減率5%

》産業廃棄物処理施設(焼却処理施設に限り、当該施設が主要施設であ

る場合に限る):削減率5%

》火葬場:削減率10%

》と畜揚:削減率10%

(2)安定的な経済活動・社会生活に不可欠な需要殷備

①24時間・365日電力使用の変動幅がほぽフラットな需要設備

》情報処理システムに係る需要設備(例:データーセンター、金融機関、

航空、通信関係のシステム):削減率(変動幅に連動)

》クリーンルーム又は電解施設を有する需要設備;削減率(変動幅に連

動)

※電力使用の変動幅と削減率

変動幅10%未満:削減率0%

10%以上15%未満:削減率5%

8
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15%以上20%未満:削減率10%

②人流・物流等ヘの影響が大きく電力の使用時間帯が変えられない需要設備

D 交通関係

》鉄道一般 12時~15時:削減率15%、その他の時間帯:削減率

0%

》東北・長野・上越・東海道新幹線、青函トンネル:削減率0%

》丘ーカル路線片道3本/時:削減率0%、片道4,5本/時:削減

率5%(.9時~12時、 15時~20時は0%)

註)航空関係

》航空保安施殷:削減率5%

》空港夕ーミナルビル:削減率5%

撤)物流関係

》定温倉庫、貯蔵槽倉庫、冷蔵倉庫、一定の冷蔵室を有する食料・飲料

卸売業:削減率5%

》,中央・地方卸売市場:削減率5%

》港湾運送等に係る需要設備:削減率5%

")宿泊関係

》ホテノレ・旅館:.削減率10%

V)エネルギー供給関係

》発電のためのガス供給等に係る需要設備;削減率0%

》.発電所等に送水する工業用水:削減率5%

゛)その他

》一般紙の夕刊印刷工場 12時~15時:削減率0%、その他の時間

帯:削減率15%

》夕刊紙の印刷工場 10時~12時:削減率0%、その他の時間帯:

削減率15%

(3)その他

》一括受電マンシヨン等:契約電力上限
》平成23年3月11日以降、今夏の電力使用抑制のために東京・東北電力

管外に移転した需要設備について、同一法人の他の需要設備の削減量に考

慮

》設備の検査等により基準期間・時間帯の使用最大電力の値が契約電力に比

して著しく低い場合の基準電力値を契約電力とする緩和措置

9
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今冬の節電ヘのご協力のお願い

事業者の皆様ヘの節電のご協力のお願い

今冬、関西電力・九州電力管内を中心に、電力不足が懸念され荻す。政府、電力
会社においては、引き続き供給力の確保に最大限の努力をして参りますが、それで
もなお電力需要と供給力にはギャップが発生することが懸念されます。
大変なご迷惑をおかけしますが、需給ギャップによる停電の発生を回避するた
め、ライフライン機能の維持や生産活動等に実質的な影響が生じない範囲で、以下
のとおり自主的な節電のご協力をお願い申し上げます。

(1)関西電力管内

12門
平日(年末年始は12129~ν4を除く)

平日9:00・21:00 9:00-21:00 平日9;00・21:00

数m目標なしの節常数値目標なしの節電 伯%以上の節電※
※関西電力管内にて節電をお願いする期間・時間帯において、それぞれの需要寡の前年同月の使用大電力
(kw)の値等を目安とした基準からの節電をお願いします。(次項以降参照)
※'伯%以上の節電を実施した場合、ライフうイン機能等ヘの支障や生産活動に実的な影轡を及ぼす場合に

事業所の業務は、影轡が生じない範囲で自主的に目標を設定頂き、節電をお願い致します。その場合には、
部門にっいては共通目標('10%以上)を上回る節電をお願いします。(次項以降参照)

(2 九州力昌内
1211

12門9

3130

平日(年末年始は12129~ν4を除く)
平日8:00-21:00平日8:00-21:00 8:00-21:00

数値昌標なしの節電'女値目;示なしの節電 '5%以上の節電・・
※九州電力管内にて節電をお願いする期閻・時間帯において、それぞれの需要家の前年同月の使用最大電力
(kw)の値等を目安とした基準からの節電をお願いします。(次項以降参照)
※'5%以上の節電を実施した場合、ライフライン機能等ヘの支障や生産活勧に実質的凝影轡を及ぼす堀合に
は、影響が生じない範囲で自主的に自標を設定頂き、節電をお願い致し薮す。その場合には、事業所の業務
部門にっいては共通目標('5%以上)を上回る節電をお願いしぎす。(次項以降珍照)

(3)

1211

12119

その他の電力管内

平日

※平日(年末年始は12129~ν4を除く) 9:00・21:00において、国民生活及び経済活動に支障を生じない範囲
(照明・空調等の節電等)での節電をお願いします。

3123

.被災された地域の需要寒の皆様ヘ
特に無理のない範囲でのご協力をお願い致します。
(例えぱ、昼休みの消灯、使用していないエリアのこまめな消灯等)

(北海道、東北、東京、中部、北陸、中国、四国)

(年末年始は12129~ν4を除く) 9:00-21:00

数値目標なしの節電※

3130

.寒冷地の需要家の皆様ヘ
暖房機器の節電に当たっては、特に無理のない範囲でのご協力をお願い致します。

3/30

213



今冬の節電ヘのご協力のお願い

使用最大電力(kw)の抑制について

0ピーク期間・時間帯俵"において、それぞれの需要家の前年同月俵2)の使用
最大電力(kw)の値等を目安とレた基準からの節電をお願いします。
※1)各電力会社管内において節電を要謂する期問・時間帯。
伊上関西電力管内であれば、数値目標を設定するのは12月19白・3月ユ3白(12/29・ν4を除く)平日動00・2土00

※2)2012年1月であれぱ2011年1月の使用最大電力(kw)等

21日(24時間)を通じた電気の使用量(kwh)の合計の抑制ではありません。

以下の、関西電力管内における事業所A (1月)の例の場合、前年1月の使用最大電力
5,oookWに対し、今冬10%以上の節電により、今冬1月における平日 a/3,V4を除く) 9心0-2上00
の時間帯は、使用最大電力(kw)が、4,50okWを超え恋いよう節電ヘのご協力をお願いします

便用殴大電力
(kw)

関西電力管内の事業所A (1月)の場合<例>

5,ι^kw

基準電力

那撲所Aの昨年1月11日(火)
の口ードカープ(kw)

4占卯kw

前年1月の使用大電力(kw)の実績値
(仮D 2011年1月11日(火) 5,oookw

,096以上

の節電

今冬1月の節電目標
(伊D 1月の目標

9:00

{九州は8:0の

(使用最大電力KWの値)
:4占ookWを超え恋いようにする

9:00

節電を要請する時間帯



今冬の節電ヘのご協力のお願い

(1)関西電力管内の事業者の皆様
<'10%以上の節電期閻中> 12月19日・3月23日平日 9:00-21:00

(年末年始は12129・ν4を除く)

①節電目標
i'10%以上の使用最大電力(kvv)の抑制をお願いします。
iiただし、ライフライン機能等ヘの支障※1や生産活動に実質的な影響を及ぼす場合に
は、影響が生じない範囲で自主的に目標を設定頂き、節電ヘのご協力をお願い致しま
す。その場合には、事業所の業務部門瀧については共通目標('10%以上)を上回る
節電をお願いします。
※1)当該事業所における業務部門以外の部門におかれ談しては、平成23年夏期の東京・東北電力管内におけ
る電気事業法27条の適用に当たっての制限緩和措の考え方を参考として下さい。
(「冬期の電力需給対築について」別紙3参照)

※2)業務部門とは、それぞれの事業所における那務・閻接部門(オフィス部門等)です。
患者ヘの医療サービスの握供に関する設備・機能を腺く事務・間接部門(例1)病院
列車の運行に関する設備・機能を除く、事務・閻接部門(例2)鉄道

(例3)金融業:システムセンターなど取引や情報処理に関する設備・機能を除く事務・間接部門
(例4)製造業:製造部門以外の事務所等

②基準電力
前年同月の使用最大電力の値等を基準の目安としてお願いします。
(例:2012年1月であれば2011年1月の使用最大電力等の値を目安として下さい。)
③関西電力管内の複数の事業所で共同で取り組んで頂くことも可能です。

<数値目標設定期間外> 12月1日~12月18日・3月24日~3月30日平日9:00-2too
経済活動に支障を生じない範囲(照明・空調等の節電等)での節電をお願いします。

(2)九州電力管内の事業者の皆様

<'5%以上の節電期問中> 12月伯日・2月3日平日8:00-21:00
(年末年始は12129・ν4を除く)

①節電目標
i '5%以上の使用最大電力(kvv)の抑制をお願いします。
iiただし、ライフライン機能等ヘの支障知や生産活動に実質的な影を及ぼす場合に
は、影響が生じない範囲で自主的に目標を設定頂き、節電ヘのご協力をお願い致しま
す。その場合には、事業所の業務部門地については共通目標('5%以上)を上回る節
電をお願いします。
※D 、※2)同上

②基準電力同上
③九州電力管内の複数の事業所で共同で取り組んで頂くことも可能です。

<数値目標設定期間外>12月1日~12月18日・2月4日~3月30日平日8:00-21:00
経済活動に支障を生じ恋い範囲(照明・空調等の節電等)での節電をお願いします。

(3)その他の電力管内の事業者の皆様(北海道、東北、東京、中部、北陸、中国、四国)

12月1日、3月30日平日9:00・21:00

(年末年始は12129・ν4を除く)
経済活動に支障を生じない範囲(照明・空調等の節電等)での節電をお願いします。
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冬期の電力需要の特徴

1)冬期の電力需要の特徴(夏期との比較)

0冬期のピークは、夏期(14時頃)と異なり、明・夕を中1山に長時間となる傾向
@夏期に比ベ、夜の需要が下がりにく<、昼夜の差が小さい。

冬期と夏期の電力需要の特徴(イメージ)
kW

冬期

18:00 21:001200 14:00

2)冬期の電力需要の特徴(大口需要寡・小口要家・家庭別の需要構造

①大口・小口需要寡の電力需要は、特に朝10時頁かう最大ピークとなる傾向
②家庭の電力需要は夕方から夜にかけて最大ピークとなる傾向。

冬期平日の電力の使われ方(イメージ)

9:00
{九州は8:0の

楽九州地方雌日の出の印問が五いだめ
伽の鰻朗碕によ町需豆が拝くなる畑向

フ:00 9:00

kvv

節電をお願いしたい時間帯

^

(家庭)

〆
〆
ず
i
ず
゛
i
ノ

(大口)

(1、、ロ)

21:00

9:00
ι九州は8:0の

フ:00 9:00

節電をお願いしたい時間帯
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オフィスビル

.オフィスビルの電力消の特徴

冒',Ξ'

.電気による暖房を使用するオフィスビルにおいては、館内を暖めるため、午前中にピーク
となります。

図1:オフィスビル(事仮D における電力需要力ーブのイメージ

kvv

'.'戸_'閑.t 冬

.電力消費のうち、空調用電力が約28%、照明が約33%、 OA機器(ハソコン、コピー
機等)が約21%を占めます。

.これらで電力消費の約82%を占めるため、これらの分野における節電対策が効果的です。

その他エレベ^

1096夕
空調、照明、

冷蔵庫 7%、 OA機器で
196 約82%調

28%
コピー機
6%

プリンタノ

3 6

照明

33%

9 12 15

出典

2118

資源エネルギー庁推計

ノξソコン 出典:資源エネルギー庁推計
1096

エアコン等の電気による暖房を中心とするオフィスビルにおける用途別電力消費比率

5

図2

畿/
1%

の
プ
冬
一
な
力
的
ド
般

一
、
、
、
、
、
、
、一

一
゛

、
、
、
、
、
、
、

一
一
一
一
一、

、
、ず

ず
J
ず
J

i

ノ
ノ
ノ
一
一
一、

、
、
、
、



オフィスビル

躍

翻

ンをお願いします
・執務エリアの照明を半分程度間引きする。

・使用していないエリア(会議室、廊下等)は消灯を徹底する。

・テナントは空調のスイッチを靭の、オーナーはビル全体が適蜘な温度
になるように調整を行う等、適蜘な温度管理を行う(次項参照)

・使用していないエリアは空調を停止する。

.畏時間席を離れるときは、 OA機器の電源を切るか、スタンバイモードにする.
0A

機器

さらに節

室内のC02濃度の基準範囲内で、換気ファンの一定時間の停止、または間欠運転.

によって外気取入れを調整する(外気入による負荷を減らすため)。

・夕方以降はブラインド、カーテンを閉め、暖気を逃がさないようにする。

・熱源被(ガス熱源は綜く)の温水出口の温度を低めに設定し、熱源桜ヒートボ
ンプの動力を削減する

・空調樵器の一斉の起動を避ける。(運転時間前倒し、フロア毎の時間謂整等)

※こ注患

踊
真いします

・昼休みなどは完全消灯を心掛ける。

・従来型蛍光灯を、高効率蛍光灯やLED照明に交換する.

(従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LED照明に交換した堺含、約40%消電力削減。

・フィルターを定期的に清掃する(2週間に一度程度が目安)。

・電気室、サーバー室などで冷房を使っている場合には、可能恋眼り冷募を使わずに
外気を取の入れる。または、空調設定温度が低すぎないかを確認し、見直す。

・電気以外の方式(ガス方式等)の空調熱源を保有している場合はそれらを優先運転する.

建物全体に対
する節効果

8%

3%

4%
(3『:下づた凹8

1%未満

2%

コンセント
助力

・暖房と冷房の同時使用による室内混合失を避ける(次項秒照)

実行
チエツク

・ハロゲンヒーター等の暖房機器を個人で使用しない。

・温水洗浄便座は保温・温水の温度設定を下げ、不使用時はふたを閉める。

・エアタオル等のプラグをコンセントから抜く。

・自動販売機の管理者の協力の下、適靭な温度設定等を行う。

・デマンド監視装を遜入し、報発生時に予め決めておいた節電対策を実施する。

・コージェネレーション設備を所有している場合は、発電優先で運転する。

記載している節電効乗は、廻物全体の消費扱力に対する節電効果の想定割台の目安です.
空調については砥気式空調を恕定しています.
一定の条件の元での試結染ですので、各舟の建物の利用状況により削減目は異なり韮す.
方築により効果が重複するものがあるだめ、単純に合計はできません.
節電を意議しすぎるあきり、保健衛生上、安全上及び管理上不適切なものとならないようご注意下さい

その他

従業員や

4%

1%

1%

4%
1時向霞田の瑚胸

節
発

ビル全体の節話目標と具体的アクションについて、閲係全部門・テプントへ理解と
協力を求める.(次頂豊照)

節電損当者を決め、任者(ピルオーナー倍E門長)と関係全部門,テナントが出席した
ローア、、プ会や節パトロールを る

従業員やテナントに対して、尿庭での節電の必要性・方法について悟報提供を行う。
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ビルオーナー・テナントの皆様ヘのお願い

.ーナ'の皆ヘのおい
<照明>

'β午六θオーナーとご相談頂き、
低丕等の節電をお願い致します。
<空調>

「19゜C設定」にすると、オーナーが管理するピル全体の暖房と相まって、自動的に冷房が起動する可能性があ
ります。(下図参照)

圃ピルーーの皆ヘのおい
<照明>

1労働安全衛生法上の照度基準の下限値(300ルクス)を基本にピル全体で調整してい
ただくようお願い致します。(例:750ルクス→400ルクス)

②ビル全体として適度な照度となるよう照明の間引きゃ照度の低下等、テナントの皆様
へのお声掛けをお願い致します。
<空調>

①可能な限の電気以外(ガス・石油等)を使用いただくとともに、特に窓際に設置され
ている空調機器(ぺりメーター系)を使用される場合には、冷暖房同時運転による室
内混合損失を回避するため(下図参照)、建物全体が適翊な温度(19゜C)になるよ
うぺりメーター系温度設定を室内中1山部(インテリア系)の空調温度設定を低くする
午後に温度が上昇したらぺりメーター系のスイッチを釖る等の対策をお願い致します
注)空調方式によって対策が異なり薮すので設備管理者とご相談下さい
2丁ナントの皆様には、不要な個別売調のスイッチをオフにしていただく等のお声掛け
をお願い致します。(可能な場合はオーナー様で空調の集中管理をお願い致しま
す。)
<換気>

Cα濃度を管理して頂き、建築物衛生法及び労働安全衛生法上の室内CO'農度基準
(1,000即m以下)をぺースとし、過度恋換気による暖房効率の低下とならないようお願
い致します。

1の売き。のス にして下さい(オーナー側で空調を集中管理する場合)。

午後に恋り気温が上がると
冷房が自動的に起動し、
エネルギー効率が非常に悪
い状態が発生します。

こブー 日 日0 の

図室内混合損失のケース(例)

へりメータ系統
空調機器

インテリア系銃
空調機器 畢冷風

温
風



卸・小売店(百貨店、ドラッグストア

.卸・小売店の電力消の特徴

.平均的な卸.小売店においては、昼間(8時~2佃寺)に高い電力消費が続きます。

図1:卸・小売店(事例)における電力需要力ープのイメージ

kvv 、ず

恋ど)

冬言

.電力消費のうち、空調が約31%、照明が約36%、冷凍冷蔵(冷蔵庫、シヨーケース等)
力焦勺12%を占め萩す。

.これらを合わせると電力消費の約79%を占めるため、これらの分野における節電対策は
特に効果的です。

源エネルギー庁推計
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OA機器
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冷蔵庫
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シヨー

ケース

8%

2118

資源エネルギー庁推計

その他
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図2:一般的な卸・小売店における用途別電力消費比率
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